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論文
中国都市型農業の経済構造とその課題（上）
上海郊外農村の貧困と兼業化
?? ??
?
??
要約
本稿は、「上海農村総合研究プロジェクト」の一環として、平成13年度～平成15年度日
本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究 (B) (1)、海外学術調査、課題番号13572022、
代表・石田浩）を得て、「改革開放期における中国農村の社会経済変化と今後の発展可能
性についての総合的研究ー上海農村を事例として一」というテーマで、上海近郊農村で
行った実態調査に基づく。本科研プロジェクトは過去 2年間にわたり、上海郊外農村の奉
賢区Q鎮T村と同B村、宝山区Y鎮S村、南雁区D鎮C村、四川省成都郊外での農家調
査、珠江デルタ（深訓• 東莞）や長江デルタ（昆山・蘇州・呉江• 松江等の経済開発区や
輸出加工区）の外資系企業調査を実施してきた。本稿は、南雁区D鎮C村で行った農村調
査に基づき、上海郊外農村経済の実態を分析するものである。
D鎮C村は大都市上海近郊に位置することから、 1970年代に農地が工業用地や住宅地に
収用され、農民は優先的に郷鎮企業に職を配分されて早期に離農が進んだ。つまり、上海
農民は零細農業を放棄して農外産業に就労することで、現金収入を得て、安定した生活を
営むことができた。それゆえ、上海農業は都市型農業の先進モデルとなるのではないかと
考えられてきたが、調査の結果は必ずしもそうではなかった。上海郊外農村は改革開放前
の1970年代から農村工業が発展し、改革開放後の1980年代に入ると郷鎮企業は飛躍的に発
展し農家経済は潤った。ところが、 1990年代に入ると鎮営や村営の農村工業は競争に敗
れ、郷鎮企業は倒産したり、個人に売却されたりして、工場に働く農民の多くは解屈され
た。ところが、解屈された農民は学歴や年齢・技術等の条件により再就職が困難であり、
また雇用条件が悪くても労働意欲のある若者が内陸農村から大量に押しかけ、零細農業に
回帰せざるを得ず、近年に至っては貧困問題を抱えるようになった。本稿では、上海近郊
農村におけるこの三農（農業・農村・農民）問題を考察する。
キーワード：上海近郊農村：農村余剰労働力：農外就労；農村工業；零細農業：農家現金収入
経済学文献季報分類番号： 07-22 
I . 研究課題と調査方法
1 . 研究の課題
2002年夏、上海市南雁区D鎮 C村において農村実態調査を行った尺調査の目的は、改革
ー
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開放後20数年を経過した大都市・上海近郊農村の経済構造とその変化を考察することにあ
る。 1978年の中国共産党第11期三中全会を契機に、中国農村は1980年代前半に人民公社を解
体して農業生産責任制を導入し、「社会主義的」経済体制に別れを告げて「資本主義的」市
場経済体制へ移行した。同時に農業経営は集団経営から個人経営へと移行し、農村には各種
郷鎮企業が勃興した。その結果、農村経済や農家経済は急速に発展して 9万元戸」や「億元
郷」が出現し、メディアはこれを大々的に取り上げて中国農村の発展振りを紹介した。
しかし、 1990年代に入ると、農村経済の構造的問題、特に内陸農村においては数多くの農
業・農村問題が発生した。内陸農村は農業生産基盤が脆弱であり、農外産業が未発達なた
め、農村余剰労働力は他産業にシフトできずに滞留し、農民は狭い農地にしがみついて生活
するしかなかった。内陸農村は郷鎮企業を起こすにも資金や技術・人材が不足し、郷鎮企業
を起こしても経営内容は劣悪であり、倒産・ 売却・民営化という経緯を辿って、農民工は解
雇され失業した。また、農地の工業用地や住宅用地への転用による農業生産基盤の破壊、農
業生産意欲の減退、食糧生産の停滞、食糧生産から商品作物生産への転換の失敗、余剰労働
カの他産業への就労間題、急速な農業経営環境の悪化、交通網の整備による出稼ぎエの都市
流出と就業条件の悪化などの諸問題が山積しはじめた2)。
これに対し、沿海大都市近郊農村では、改革開放以前からの重工業優先発展政策と戸籍制
度に基づく工業化と都市化の影響を受けて農外就労機会が多く、人民公社時代から農民は各
種農外産業に就労して現金収入を得てきた、と筆者たちは大都市近郊農村のイメージを形
作ってきた。つまり、大都市近郊農村を取り巻く社会経済環境は内陸農村のそれとは異な
り、農民は経済チャンスに恵まれ、沿海大都市近郊農村は内陸農村に比較して経済が発展
し、農家経済は豊かであり、農民は生活をエンジョイしているのではないかと想像した。確
かに、調査村の耕地面積は狭小で、農業経営は極端なまでに零細であり、そのため1970年代
の集団経済時期から農村余剰労働力は農外産業にシフトし、農家は早期から農外収入を得て
いた。そして、農地は地域経済開発のために工業用地や都市開発用地に転用され、農業経営
はさらに零細化し、余剰労働力の農外産業へのシフトは加速していった。この点は想像した
通りであった。
しかし、筆者たちが調査した南圃区D鎮C村は、既述の内陸農村と同様の諸問題を内包し
ていた。というのも、農民の農外就業は不安定就業であり、農外収入も農家経済を潤すほど
ではなかった。確かに、改革開放前から農家の若年労働力は社隊企業や国営企業に就労し、
二種兼業農家の比重が非常に高くなったが、改革開放後の市場経済の浸透と企業間競争の激
化に伴い、経営条件の悪い郷鎮企業や国有企業は競争に破れて倒産し、農民工はリストラさ
れ、農民は新たに就職口を探さなければならなくなった。つまり、集団経済時代に士地を収
?
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用されたことにより人民公社や生産大隊から優先的に配分された職を失い、市場経済化の中
で自力で職を見つけなければならなくなった。しかし、本人の学歴や年齢・技術といった諸
条件を考えるとき、これは容易なことではなかった。しかも、近年では内陸農村からの低賃
金をも厭わない出稼ぎエと就職先を奪い合わねばならず、不安定就業は加速されていった。
これが、現在の上海郊外農村が抱える就労問題である。この問題を考察するのが本研究の課
題である。
2. 調査研究の方法
上海市南雁区は図 1のごとく、上海市の南東部に位置し、浦東新区に南接する。西は奉賢
区と接し、南と東は杭州湾に面する。南雁区の特徴を一言で言えば、上海市に属する郊外区
としては隣区の奉賢区と同様、最も開発から取り残された地域である。南雁区には上海市の
中心地から高架道路を経由して黄浦江を跨ぎ、幅広い産業道路を車で走ること約 1時間半で
到達する。一般に上海市の中心部に近い閲行区や北部（嘉定区・宝山区）• 西部（松江区・
図1 上海市概況図と調査区
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出所）各種上海地図に基づき作成。
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青浦区）・東部（浦東新区）は工業開発と都市開発が進み、交通網も発達し、それゆえに多
くの外資系企業が進出している。一方、南部（奉賢区）と南東部（南雁区）は開発から取り
残され、他地域に比して貧しく、 2001年 8月に奉賢県と南雁県はようやく県から区に昇格
し、上海市に属する県としては崇明県を残すのみとなった。これから分析するD鎮は南雁区
の一つの鎮であり、 C村はD鎮の一つの村である。
調査では、農家経済の実情と就業状況を考察するために、まず第一に農村滞在中に時間の
許すかぎり農家を訪問してインタビューを試み、農家経済の実情について農民から話を聞い
た。また、クリーク沿いの小道を歩き、村内を隈なく歩き回って各種工場や小学校の位置な
どを頭に人れ、その日の調査が終わると、鎮の商店街で買物をしたり食事をしたり、小学
校・幼稚園を訪問したり、あるいは資料の購入や気晴らしに区政府所在地にタクシーで出か
けたりもした。これが最も貴重な体験となり、地域社会経済の実情に触れることができた。
C村滞在中に訪問できた農家は計25戸であり、平均すると毎日 3戸,.._.,4戸を訪問したことに
なる。
第二は、村幹部に依頼して農家アンケート調査を実施した。村幹部には簡単にアンケート
表の概要と研究目的を説明し、 C村6村民小組のうち第 1組と第 2組と第7組の計3村民小
組を選び実施した。第 1組では30戸（回収率25.9%)、第 2組が74戸（同51.0%)、第 7組が
27戸（同48.2%)の計131戸/317戸（同41.3%)であり、回収率は決して高いとはいえない。
また、農民が全ての質問項目に答えてくれたわけではなく、空白（無回答）の項目も多かっ
た。
第三は、村民委員会の幹部や鎮政府の幹部から本地域の農村経済や農家経済、農業事情に
関する概況説明を受け、農村経済に関する各種の統計データを人手した。必ずしも期待する
データが得られたわけではないが、入手した統計データにより具体的に本地域の社会経済的
変化と他地域との比較研究が可能となった。
第四は、鎮政府発行のパンフレット類、南雁区政府発行の『南雁年鑑』（各年度版）と
『南圃統計年鑑』（各年度版）などの各種統計資料類を入手した。
本研究は以上のデータ、つまり上海市南雁区D鎮C村で実施した農村実態調査とその際に
人手した膨大な統計資料、農家インタビュー、さらに農家アンケート調査に基づき、研究課題
である上海郊外農村での農家経済の実態と農家の農外就労について考察するものである 4)0 
?
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I. 調査地域の社会経済概況一統計資料の分析に基づいて一
1 . 上海市南踵区D鎮の社会経済概況
(1)上海市南雁区の社会経済概況
南雁区は、 24鎮と区レベルの三つの開発区、 338カ村と63居民委員会で構成される準農村
地帯である 5)。しかし、南雁区内の開発区建設は目白押しで、数年のうちに農村風景は道路
から少し奥まった所に入らなければ見られなくなると思われる。 2001年度の南雁区の戸数は
26万6,035戸、人口は69万534人で、そのうち非農業人口が19万2,062人であり、農業人口は49
万8,472人で、全人口の72.1%を占めている 6)。農村 1人当たり純収入は6,096元と全国平均
2,366.40元に比してかなり多く 7)、この点は農業よりも工業の発展している上海郊外農村の
特徴といえる。南圃区の産業構造を見ると、労働力構成では第一次産業が45.6%、第二次が
38.3%、第三次が16.1%と、第一次産業の比重は他産業に比較してまだ少し高いが、すでに
過半数を割っている8)。次に GDP構成比を見ると、第一次産業は僅か9.2%を占めるに過ぎ
ず、第二次が55.3%、第三次が47.8%であり、第一次産業従事者の多い割には第一次産業の
GDP比はかなり低いのが特徴である9)。
南雁区の GDP構成比の推移は図 2のごとく、 1985年では第一次産業の比重が21.8%と2
割強を占めているが、 5年後の1990年には16.9%と、毎年 1ポイントの割合で減少している。
そして、 2000年には10%を切り、 2001年には既述したように9.2%まで減少した。一方、第
二次産業は1985年に61.7%であったが、 1992年には63.4%とピークに達し、それ以後は漸減
して2001年には55.3%と、 8.1ポイント減少した。第三次産業は1985年に16.5%であったのが、
毎年微増して2001年には35.4%と、この16年間に18.9ポイントも増大した。つまり、第一次
図2 南踵区の GDP構成比と食糧生産量の推移（単位：％）
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産業の比重は低下し、その一方で第二次産業が急成長してきたが、 1992年には頭打ちとなっ
て漸減しはじめ、第三次産業は確実にその比重を拡大してきた。南雁区の工業化と都市化の
進展の中で、農業の経済的地位は確実に低下してきた。また、改革開放後に食糧生産量は増
大したが、農業の経済的地位の低下とともに1991年をピークに下降線を辿って、 2001年には
61.4%まで減少し、上海郊外農村の食糧生産の意義は大幅に減少した。
(2)南雁区D鎮の社会経済概況
調査した D鎮は、南雁区の東南部に位置し、総面積は26km2-..耕地面積が1,024haで、 A
村 (9村民小組） ・B村 (12組） ・C村 (6組） ・D村 (12組） ・E村 (6組） ・F村 (11組）．
G村 (15組） ・H村 (12組） . I村 (lo組）・ J村 (10組） ・K村 (10組） ・L村 (10組） ・M村
(6組） ・N村 (12組） ・O村 (13組） ・P村 (9組）の16カ村（計166村民小組）と 6居民委
員会で構成されている 10)。戸数は 1万4,391戸、人口は 3万6,194人で、そのうち非農業人口
は8,593人であることから、農業人口は 2万7,601人となり、全人口の76.3%を占めている1¥
他の資料から D鎮農村経済概況を見ると、農村戸数は 1万1,302戸で全戸数の78.5%を占めて
おり、農村人口は 2万9,164人で、既述の数値より少し多い12)。数値が異なる理由は、これ
らのデータの出拠が2001年度統計を基本にしているが、あるデータは2000年度統計に基づい
ており、非農業人口が大きく変化したからである。
農村労働力は 2万611人で、人口の70.7%を占めている。つまり、農村労働力は人口の約
7割で、そのうち第一次産業従事者が 1万1,620人の56.4%、第二次産業が26.6%、第三次産
業が17.0%であり、労働力構成は南雁区に比して第一次産業の比重が高い。一方、外来労働
力は2,185人で、その内訳は第一次産業10.2%、第二次産業80.8%、第三次産業9.0%と、他地
域からの外来労働力は圧倒的に第二次産業に就業しており 13)、その数は農村労働力の10.6%
にも達している。 GDP比では、第一次産業が20.9%、第二次産業56.5%、第三次産業22.7%
と、第一次産業の比率はまだ南雁区より高いが、労働力構成との比較で見ると GDPの比率
はかなり低い。また、第二次産業の GDP比はすでに過半数を占めている。農民 1人当たり
純収入は3,110元と、南雁区の約半分である 14)0 
D鎮政府から提供された2001年度統計資料によれば、 D鎮社会経済基本状況は表 1のごと
くで、既述の内容と異なっている点もある。表 1によると、総戸数は 1万4,302戸で、人口
3万6,726人、就業者（労働力）は 2万4,611人で人口の67.0%を占めている。就業者構成を産
業別に見ると、農業が47.2%、工業・建築が32.5%、運輸• 郵電・サービス• その他が
20.3%となり、農業従事者が過半数を割っている。行政区域の面積は3,873haで既述の数値
と大きく異なり、耕地面積は1,204haと、既述の1,024haと比較すると数字が入れ替わって
いる。食糧作付面積は総作付面積の72.4%で、その他は27.6%であり、西瓜や水蜜桃の普及
?
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表 1 2001年度D鎮の社会経済基本状況
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項 目 数値 ％ 項 目 数値 ％ 
居民委員会 6 農民収入／人（元） 3,619 
村民委員会 16 郷鎮企業（社） 32 
総戸数（戸） 14,302 従業員数（人） 2,763 
総人口（人） 36,726 個人企業（戸） 133 
就業者（人） 24,611 従業員数（人） 2,781 
農業 11,620 47.2 財政支出（万元） 1,804 
工業 5,876 23.9 農業支出 187 10.4 
建築 2,115 8.6 商業従業員数（人） 1,200 
運輸• 郵電 1,026 4.2 鎮区面積 (ha) 15 
サービス 2,029 8.2 総戸数（戸） 5,298 
（その他） (1,945) (7.9) 総人口（人） 12,094 
行政区域面積 (ha) 3,873 外来人口 316 
耕地面積 1,204 非農業人口 7,963 
総作付面積 1,564 従業員数（人） 6,894 
食糧作付面積 1,133 72.4 第二次 3,188 46.2 
GDP (万元） 27,812 第三次 3,706 53.8 
第一次 5,848 21.0 企業数（社） 128 
第二次 15,679 56.4 企業従業員（人） 2,847 
第三次 6,285 22.6 自由市場（所） 2 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。（ ）は筆者らが算出した数値。
が大きく宣伝されている割には、商品作物はまだ少なく、食糧生産が中心である。
表 1から産業別 GDP構成比を見ると、第一次産業が21.0%、第二次産業56.4%、第三次
産業22.6%と、既述の内容とほぼ同じである。表 2から2000年度の GDP構成比を見ると、
第一次産業21.2%、第二次産業54.9%、第三次産業23.9%と、これも表 1とほぼ同じである。
第二次産業のうち工業が34.9%で、建築が20.0%と、都市開発における建設ブームの位置が
大きいことが分かる。 1人当たり農民収入は3,619元であり、これは前述の3,110元よりも509
元多い。郷鎮企業は32社で、従業員数は2,763人と、全就業者の僅か11.2%を占めるに過ぎ
ず、商業従業員数を加えても16.2%である。農業支援に対する財政支出は10.4%と非常に少
なく、鎮当局の農業軽視が窺える。マーケット・タウンとしての鎮区面積は15haで、戸数
表2 2000年度D鎮の GDP構成比
内 訳 金額（万元） ％ 
第一次産業 4,868 21.2 
第二次産業 12,621 54.9 
工業 8,028 (34.9) 
建築 4,593 (20.0) 
第三次産業 5,500 23.9 
交通・運輸・電信 500 (2.2) 
卸売り・貿易・飲食 2,255 (9.8) 
不動産業 1,185 (5.2) 
GDP総計 22,989 100.0 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。
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が5,298戸、人口が 1万2,094人、 そのうち外来人口が316人で、非農業人口 （都市戸籍者）は
7,963人 (65.8%) と非常に多い。就業者数は6,894人で、総人口の57.7%と、農村部よりもか
なり低い。 そのうち、第二次産業が45.6%、第三次産業が53.8%と、第二次産業よりも第三
次産業従事者の方が多い。個人企業をも含めた企業数は128社であり、企業従業員は2,847人
と農村の郷鎮企業よりも雇用吸収力がある。
2. D鎮C村の農村経済概況
C村は、
は資料 1
D鎮16カ村の中の 1村であり、
(1995年11月作成）
C村の概況図は図 3のごとくである。
のごとくである。
C村の概況
C村民委員会は「村務公開欄」を毎年公開し
ているが、記入されていない項目も多い。基本的なデータとしては耕地面積が680畝で、人
口が1,800人、村民小組が 6組であり、生産請負農家は僅か116戸で、請負地は168畝とある
ことから、ほとんどの農家が生産を請け負っておらず、残りの耕地は全て口糧田か自留地と
いうことになり、農業の経済的地位は非常に低い。 C村会計の紹介によれば、本村の経済概
況は表4のとおりである。戸数は720戸、人口は1,796人、労働力は1,226人で、 そのうち女性
図3 C村の概況図と村民委員会の位置
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出所）村内を歩き作成。
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労働力は643人 (52.4%) である。労働力のうち農業従事者は約200人で、約 1千人が農外就
労をしている 15)。地方政府機関が農民に就職を世話することはほとんどなく、農民は親戚や
友人の紹介で就職しているのが実情である。耕地面積は608.86畝で、 1戸当たり・ 1人当た
り・労働力 1人当たりに換算すると、それぞれ0.94畝 ・0.34畝 ・0.50畝となり、 1家族の経
営面積が 1畝に満たない零細経営である。
ところで、本村の統計には第 5村民小組は含まれていない。第 5組は人民公社時代にその士
地を鎮政府に収用されて耕地を失い、農民は農村戸籍から都市戸籍に転換したからである16)0 
ところが、鎮政府には第5組住民の戸籍がなく、統計上は「K園」という名称で処理されて
おり、第 5組住民は無戸籍者となっている。表 3の第 7組の土地が25.28畝と少ないのも、
鎮政府に土地を収用されて人口の約3分の 1が「農転非」となったからである。しかし、彼
らも第 5組住民と同様に都市戸籍を取得できず、無戸籍者となっている。
村幹部の応答によれば、本村の郷鎮企業は計 8社で、村民450人を雇用しており、残りの
村民は鎮内で臨時エとして就労したり、鎮外で雑業に従事したりしている。村営企業の始ま
りは1960年代に創設された木材総合廠で、改革開放後の1984年以後に村営企業が次々と創設
され増加した。ただし、表 4を見ると、郷鎮企業は村営企業が 1社のみで、私営企業が 9
資料 1 C村概況
本村は南雁区の南部に位置し、 D鎮人民政府は本村に置かれている。村の総人口は1,829人、耕作可能
面積は619畝である。村営企業は S民族楽器D分廠、上海D科教計器工場、 S化学工業設備工場、 Dエ
芸品工業、 H職布工場、泥木工具工場、 C器具工場の 7企業があり、民営企業はY礼品廠、 Y硝子工場、
ゴム廠、木器製造廠、彫刻工芸廠など 8企業がある。
近年来、村党支部と村民委員会は上級機関の適切な指導の下に、中国の特色ある社会主義理論を指針
として、経済関連設備の確立に努めてきた。上級機関の要請と C村の実情を考慮して大胆な構想を模索
し、真剣にその方法を研究し、一連の工作活動を推進してきたため、本村の農・副• 工業経済は目に見
え安定的かつ健全に発展してきた。全村の社会治安は安定し、人民は安定して幸せな生活を送っており、
全員が力をあわせて奮闘し、自信を深め、 C村工作の新局面を築こうとしている。
1994年に達成した工業生産高は1,802万元、利潤は78.86万元で、 1995年はそれぞれ1,900万元、 80万元
余に上ると予想され、この金額は全鎮17カ村の首位を占めている。 C村民委員会1995年11月
出所） C村民委員会オフィス内の掲示資料より作成。
表3 2001年度C村社会経済概況 （単位：戸・人・畝）
村民小組 戸数 人口 耕地面積 労働力 女性 耕地／戸 耕地／人 耕地／労働力
1 116 301 162.34 208 106 1.40 0.54 0.78 
2 145 382 138.86 263 137 0.96 0.36 0.53 
3 151 358 115.25 254 139 0.76 0.32 0.45 
4 125 292 90.11 196 102 0.72 0.31 0.46 
6 127 355 77.02 238 129 0.61 0.22 0.32 
7 56 108 25.28 67 30 0.45 0.23 0.38 
合計 720 1,796 608.86 1,226 643 0.94 0.34 0.50 
出所） C村民委員会提供の資料に基づく。第 5村民小組は非農戸に転換したので、統計から除外されている。
，?
118 関西大学『経済論集』第53巻第2号 (2003年9月）
社、合作企業が 1社の計11社で
あり、計490人を雇用している。
また表5を見ると、郷鎮企業は
計10社で、計550人を雇用して
いる。最大規模の郷鎮企業は上
表4 2002年度C村の郷鎮企業数と従業員数
企業形態 企業数
従業員数（人）
小計 地元 外来
村営企業 1 100 100 
私営企業 ， 210 195 15 
合作企業 1 180 180 ゜合計I~ 11 490 475 15 
海G楽器有限公司で180人を屈 出所） C村民委員会提供の資料より作成。
用しており、上納利潤は30万元
上納利潤
（万元）
4 
5 
30 
39 
である。応答にあった1960年代に創設された木材総合廠とは、後出の表 6にある1965年創設
のC器具廠のことと思われる。郷鎮企業の上納利潤は計39万元であり、これがC村財政の基
礎をなしている。
表5 2002年度C村の村営企業概況
闘 企業名 経営形態 従業員数（人） 上納利潤 創立年 平均給与小計 地元 外来 （万元） （万元）
命業
上海G楽器有限公司 合作 180 180 30 1984 1.093 
S科教儀器廠 村営 100 100 4 1984 0.9 
上海D木製品廠 私営 70 60 10 0.6 1995 
上海J電器廠 私営 45 45 1995 
上海D五金廠 私営 45 45 0.6 2000 
i 
上海G木製品廠 私営 (25) 25 5 1.0 1988 
上海D化工設備廠 私営 15 15 0.3 1985 
上海D泥木工具廠 私営 20 20 1.0 1993 
C器具廠 私営 40 40 1.2 1965 
上海Y礼品廠 私営 10 10 0.3 1985 
A ロ 計 10 550 540 15 39.0 
出所） C村民委員会提供の資料より作成。 (25)は計算すると30となるが、そのまま25とした。
ところが、村営企業の経営は悪化し、その多くが売却されて私営企業となり、村営企業と
呼べる企業は上海の S民族楽器廠と合弁の上海G楽器有限公司のみである。この楽器工場の
資本出資比率は、 S民族楽器廠が51%、村が49%である。応答によれば、 8企業からの上納
金は約40万元で、そのうち上海G楽器有限公司の上納金は30万元であり、この点は表 4と表
5で見た通りである。表6のC村財務収支状況を見ると、収入の大部分は企業上納金であ
り、最大は上海G楽器有限公司の20万元、次はC器具廠の 1万 2千元、その次が工芸木器廠
（上海D木製品廠）の 1万元で、上納金合計は23万4千元となり、表 5の数値と大きく異
なっている。表 6では2002年度前期収人が 4万3,639.75元で、支出は10万1,946.60元と約 6万
元の赤字になっている。支出の中心は道路建設であり、農業建設には7,820.00元が費やされ
ているが、これは全体の僅か7.7%に過ぎない。資産を見ると80.7%が対外投資に向けられて
おり、固定資産が8.3%に過ぎず、これまで村内商工業への投資がいかに少なかったかが窺
10 
収 入
ー．村提留郷統器費
二．請負• 上納収入
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表6 C村財務収支状況
ー．財務収支計画執行状況 (2002年6月30日まで）
年計画 現 金 支 出
ー．生産性建設支出
1. 固定資産
119 
（単位：元）
現 金
10,500.00 
1. G宝楽器有限公司 200,000.00 2. 農業建設 7,820.00 
2. 工芸木器廠 10,000.00 3. 興僻実体
3. D芸木器廠 6,000.00 4. その他 2,680.00 
4. 器具廠 12,000.00 二．公益福利支出 68,413.70 
5. S保温桶廠 5,000.00 1. 固定資産
6. 泥木工具廠 1,000.00 2. 道路 40,287.00 
三．集体統一経営収入 三．村幹部給与• 賞与
四．集資款 四．業務招待費 4,949.00 
五．土地補償費 17,900.00 五．集体統一経営支出
六．救済扶貧費 六．救済扶貧支出
七．上級撥款 七．上納統器費
八．その他収入 25,739.75 八．その他支出 18,083.90 
九．代収款 九．代収款
1. 農業税 1. 農業税
2. 電気料金 2. 電気料金
3. 水道代 3. 水道代
4. その他 4. その他
ムロ 計 234,000.00 43,639.75 合 計 101,946.60 
二．財産債権債務状況 (2002年6月30日まで）
資 産 金 額 負債・権益 金 額
ー．現金 6,277.01 -. 銀行借款
二．貯金 44,530.14 二．応付款 288,889.95 
三物資 1. 応付農家款
四．応収款 2. 応付単位款
1. 農家往来 三．応付福利費
2. 内部単位往来 四． その他
3. 外部単位往来 負債合計 288,889.95 
4. その他
五．対外投資 552,766.35 
1. 株式投資 権益
2. 債権投資 ー．実収資本 493,546.77 
3. その他投資 552,766.35 二．資本公積金
六．固定資産 56,516.58 三．公積金残高 -39,368.34 
1. 建物建造物 四．未分配利潤 -58,306.85 
2. 機器設備 権益合計 395,871.58 
3. 運輸設備
4. その他
七． その他資産
ムロ 計 684,761.53 ムロ 計 684,761.53 
村務公開民主理財小組組長： z.z.、組員： J.M.、C.J.、T.C.
出所） C村民委員会「村務公開欄」 (2002年6月30日）より作成。資産合計は660,090.08元となるが、その
ままとした。
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える。現在、村民委員会は税金の半額を企業に還付する政策を採用して企業を誘致している
と言う。
農業経営を見ると、 C村では夏作に水稲と商品作物の西瓜を、冬作に小麦を栽培してい
る。近年、農家は食糧生産に見切りをつけ、できるだけ現金収入の得られる商品作物に移行
しようとしているが、農業収入は総収入の僅か数％である。特に、この 1~2 年に商品作物
の水蜜桃を導入する農家が多くなり、桃の苗木が耕地上にモザイク状に植えられているが、
収穫できる桃樹はまだ少ない。また、本村では「農業の産業化」の一つとして西瓜生産を奨
励しているが、西瓜専業農家は生産意欲の喪失した農家から土地を借り受けて西瓜を生産し
ている。本村での農地流動面積は100畝以上に達しており、土地の貸借は一般に貸方が農業
税を負担し、借方は水稲ならば借地代として 1畝につき200元を支払っている。昨年の農業
税は 1畝108元であった。
他地域から本村への出稼ぎ農民は少なく、西瓜栽培の10数人を数えるのみである。農業税
は農業付加税（農業税の15%) を含めて 1畝当たり41.76元であり、集団提留金や統篤費（統
ー計画費）などは上海市政府からの援助金で賄い、農民負担はない。これは最近実施されて
いる農民負担の緩和政策に基づいていると言う。それゆえ、上海市政府は村幹部等の手当て
として1.8億元を支出しており、村幹部の手当てについて聞くと、書記兼村長の手当てが
1万8千元で、書記は村長を兼任していることから 1年に 1千元がプラスされているとい
う。会計の手当ては 1万2千元で、手当ては年末に支給される。本村の 1人当たり収入は約
3千元であり、 D鎮の水準とほぼ同じである。
ところで、本村における生産隊と農民との土地請負の再契約は1999年に行われ、 30年に延
長された。本村の土地転貸農家は約30戸で、主に水稲と西瓜を栽培している。しかし、最大
経営規模農家であっても僅か 5畝 (33.3アール）であり、西瓜一水稲一小麦・疏菜という輪
作を行っても 1畝当たりの純収入は約3千元であるから、農業収入は限られている。本村の
西瓜栽培農家は約50戸を数え、村内での栽培農家が25戸、奉賢区に借地して西瓜栽培をする
農家が25戸である。 C村には農田基本保護区はなく、村は農家から 1畝当たり 1,300元で土
地を借り入れ、 2千元で企業に貸出し、これで村財政を賄っている。
C村幹部について見ると、村民委員会は表7に見られるように主任と副主任（会計担当）・
委員の 3名で、党支部委員会は書記と副書記・委員の 3名である。主任は書記を兼任してお
り、表8より党員が担う C村治安関係役職者リストを見ると、村民委員会と党委員会のメン
バーがほぼ甫なっている。特に、主任や組長・隊長などの多くは同一人物である。人材不足
もあるが、村権力は特定の少数者（党員）が握っていることいえる。
12 
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表7 C村第6期村民委員会の役割分担
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1. 村民委員会
主任 ① W.L-B. 全業務責任、村務公開• 陳情処理• 財務主管
副主任 ③ W.X-L. 調停仲裁•土地管理（農民住宅建設）・電気利用管理・老齢・安全分担
委員 ④ S.Y -Y. 計画生育・衛生・民教・梢案分担
2. 村務公開指導小組名簿
組長 ① W.L-B. 副組長 ③ W.X-L. 組員 ④ S.Y-Y. ⑳ G.C-S. 
3. 民主監督小組名簿
組長 ⑩ C.J-L. 組員 Y.L-Z. ⑨ L.J-X. 
4. 民主理財小組名簿
組長 C.L-H. 組員 W.X-Y. ⑧ Z.Z-R. 
出所） C村民委員会オフィス内の掲示資料 (1999年8月20日）より作成。
表8 C村治安関係役職者
村総治僻小組 外来人口領導小組 聯防隊 村治保会
主任：①W.L-B. 組長：②T.M. 隊長：①W.L-B. 主任：②T.M. 
副主任：③W.X-L. 副組長：④S.Y-Y. 副隊長：③W.X-L. 副主任：③W.X-L. 
組員：②T.M. 組員：⑥J.M-G. 隊員：②T.M. 会員：⑥J.M-G. 
⑤ W.H. ⑦ Y.L-H. ⑩ C.J-L. ⑩ C.J-L. 
④ S.Y-Y. ⑧ Z.Z-R. ⑥ J.M-G. ⑤ W.H. 
⑨ L.J-X. ④ S.Y-Y. ④ S.Y-Y. 
村調解会 教育指導小組 法律普及指導小組 安全防火指導小組
主任：③W.X-L. 組長：②T.M. 組長：①W.L-B. 組長：⑪X.S-M. 
副主任：②T.M. 副組長：⑤W.H. 副組長：③W.X-L. 副組長：②T.M. 
会員：⑩C.J-L. 組員：③W.X-L. 組員：⑤W.H. 組員：⑫X.B. 
⑥ J.M-G. ④ S.Y-Y ② T.M. ⑬ Y.Q-Q. 
④ S.Y-Y. ⑭ W.H-Q. 
C村外来人口協力 C村護村隊 C村総合治安工作小組 C村安全小区
管理員工作小組 パトロール小組 建設指導小組
組長：④S.Y-Y. 隊長：①W.L-B. 組長：①W.L-B. 組長：①W.L-B. 
副組長：③W.X-L. 副隊長：④S.Y-Y. 副組長：⑲Q.J-M. 副組長：⑲Q.J-M. 
組員：⑩C.J-L. 隊員：③W.X-L. 組員：③W.X-L. 組員：③W.X-L. 
⑮ H.Y-L. ⑱ X.S-M. ⑤ W.H. ⑯ H.F-R. 
⑯ H.F-R. ⑲ Q.J-M. ④ S.Y-Y. ④ S.Y-Y. 
⑰ W.H. ⑤ W.H. ⑳ G.C-S. ⑳ G.C-S 
⑩ C.J-L. ⑯ H.F-R. ⑤ W.H. 
⑳ G.C-S. 
⑥ J.M. 
出所） C村民委員会オフィス内の掲示資料より作成。
3. 土地利用と農業経営
表 9から D鎮の耕地面積を見ると、集団請負地が 1万6,652.53畝、自留地1,437.00畝の計
1万8,089.53畝で、 1戸当たり・ 1人当たりに換算すると、 1.26畝 ・0.49畝となり、 C村の
0.94畝 ・0.34畝よりは少し大きいが、 D鎮においても零細経営であることに違いはない。耕
地のうち水田が91.8%を占め、旱田が8.2%と、大部分が水稲経営である。また、農地のうち
耕地は95.0%で、果樹が5.0%と、 D鎮では果樹栽培を大々的に奨励している割りに、果樹面
積がまだ大きくはない。食糧作付面積は 2万4,800畝で、食糧生産の土地利用率は144%と高
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表 9 D鎮とC村の耕地面積の利用状況 （単位：畝）
行政
① 総面積 ② 耕地面積 ③ 総面積 ④食糧作付面積 ⑤ ⑥ 
単位 合計 集団 農民 水田 旱田 合計 耕作地 果樹 合計 単季稲
油菜 西瓜
自留地 作付 作付
D鎮 18,089.53 16,652.53 1,437.00 16,602.81 1,486.72 18,124 17,219 905 24,800 16,000 5,000 3,000 
％ 100.0 92.1 7.9 91.8 8.2 100.0 95.0 5.0 
C村 622.16 549.16 73.00 548.23 73.93 617 617 ゜888 573 189 15 ％ 100.0 88.3 11.7 88.1 11.9 100.0 100.0 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。①と②は2000年度統計、③以下は1997年度統計である。
い。一方、 1997年の統計数値によれば、 C村の耕地面積は集団請負地が549.16畝、自留地が
88.3畝の計622.16畝であり、水田の割合は88.1%で、旱田が11.9%と、 D鎮に比較して水田の
割合が小さい。しかし、当時は果樹面積がゼロで、全てが耕作地である。食糧作付面積は
888畝で、食糧生産の土地利用率は144%と、 D鎮とほぼ同じである。
表10から C村の作付面積の推移を見ると、耕地面積は1978年~2001年の23年間に498.33畝
（約33ha)が減少し、作付面積は単季稲が421畝から630畝と増加し、その後再び414.67畝と
減少している。特に、麦類は328畝から56畝、棉花は238畝から O畝、疏菜も79畝から10畝と
激減しており、油菜は微減傾向にある。その一方で、果物は 0畝から184畝と激増している。
これは既述したように水蜜桃生産で発展したD鎮のN村やO村の高収益を真似て水蜜桃栽培
の導入を始めたからである。
表10 C村の作付面積の推移 （単位：畝）
年度 耕地面積 春糧面積 秋糧面積
作付面積
単季稲 麦類 疏菜 果物 棉花 油菜
1977 339.00 421.00 421.00 328 79 ゜ 238 113 1978 1,107.00 341.00 -- " 328 "一"'"' '' "'""—" 
1990 654 254 557 557 254 70 ゜ 24 208 1995 640 360 630 630 98 10 ゜ ゜ 180 2000 625 390 485 485 68 10 130 ゜ 95 2001 608.67 328.67 414.67 414.67 56 10 184 ゜ 86 出所） C村民委員会提供の資料より作成。
ちなみに、 C村の各村民小組の作付面積を見ると、年度は少し古いが表1と表12のごとく
である。表11は人民公社解体以前の統計数値である。当時は食糧生産第一主義の時代で、
麦•早稲・晩稲と三毛作が行われ、 1畝当たりの食糧生産量は1,592斤 (796kg)であった。
一方、経済作物としては油菜・棉花・疏菜が中心であり、延作付面積は351畝と多く、こ
れは上海郊外農村の特徴かもしれない。ただし、化学肥料がまだ少なかったこともあり、緑
肥228畝を栽培している。表12と表 3とを比較すると、この10年間に耕地の減少した村民小
組が多く、 C村の耕地面積は減少している。耕地の内訳は表12に見られたように、食糧田が
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表1 1977年度C大隊の作付面積と生産量 （単位：畝、斤）
合計 食糧合計（大豆を除く） 春 糧 早 稲 晩稲 晩 稲
生産隊 糧豆 作付 毎畝 生産量 作付 毎畝 生産量
麦糧 ソラ 作付 毎畝 生産量
苗代 作付 毎畝 生産
総生産 面積 平均 面積 平均 合計 小麦大麦 マメ 面積 平均 面積 面積 平均 早里
1 146,743 107 1,363.70 145,917 93 28.5 21,249 8,752 12,097 400 82 747.1 61,260 25 102 621.6 63,408 
2 157,884 97 1,620.80 157,217 53 374.3 19,838 19,838 74 845.5 62,56 23 93 804.4 74,813 
3 103,916 64 1,62.80 103,856 54 161.3 8,712 1,854 6,358 50 49 908.6 4,521 15 60 852.1 51,123 
4 81,554 51 1,597.70 81,484 4 206.3 9,078 2,670 6,353 5 39 825.2 32,184 12 48 838 40,222 
5 71,471 40 1,75.50 71,020 35 170 5,939 2,30 3,234 405 30 1,026.7 30,80 10 38 902.1 34,281 
6 147,792 85 1,73.40 147,339 62 22.8 13,817 1,73 1,504 580 65 903.4 58,724 20 80 935 74,798 
合計 709,360 444 1,592.0 706,833 341 230.6 78,63 17,309 59,384 1,940 39 85.6 290,055 105 421 804.4 338,645 
出所） C村民委員会提供の資料から作成。
表12 1990年度C村各村民小組の計画作付面積 （単位：畝）
総 面 積 春糧作物 夏糧作物 秋糧作物
村民
小組 合計 糧田 棉田 西瓜 果樹 疏菜 経済 小麦 油菜 緑肥 疏菜 経済 早稲 棉花 西瓜 疏菜 苗代 経済 単季 棉花 疏菜 経済作物 作物 作物 稲 作物
1 172 156 10 5 ゜゜ 1 75 64 32 ゜1 120 10 5 ゜35 1 161 10 ゜1 2 155 118 3 3 ゜30 1 56 40 28 30 1 92 3 3 30 27 1 121 3 30 1 3 103 100 3 ゜゜ ゜゜ 46 34 23 ゜゜ 78 3 ゜゜ 22 ゜100 3 ゜゜4 84 70 4 ゜゜ 10 ゜32 27 15 10 ゜54 4 ゜10 16 ゜70 4 10 ゜6 122 84 3 4 ゜30 1 38 35 18 30 1 65 3 4 30 19 1 88 3 30 1 7 18 17 1 ゜゜ ゜゜ 7 8 3 ゜゜ 13 1 ゜゜ 4 ゜17 1 ゜゜合計 654 545 24 12 ゜70 3 254 208 119 70 3 422 24 12 70 23 3 557 24 70 3 出所） C村民委員会提供の資料より作成。
表13 2000年度と2001年度のD鎮C村の農工業総生産額の内訳 （単位：万元）
村鎮 年度 合計 農業 交通運輸 工業 打工 商業 飲食・サ その他 1人当たり
2000 64,763 14,589 784 40,140 3,080 2,535 1,067 2,568 2,568元
D ％ 100.0 22.5 1.2 62.0 4.8 3.9 1.6 4.0 
鎮 2001 77,536 15,095 637 54,641 3,200 3,117 846 ゜3,658元％ 100.0 19.5 0.8 70.5 4.1 4.0 1.1 
2000 2,958.2 86.0 14.5 2,585.6 14.0 13.5 244.6 1,700元
C ％ 100.0 2.9 0.5 87.4 0.5 0.5 8.3 
村 2001 3,686.5 96.0 14.5 3,290.5 28.5 257.1 2,200元
％ 100.0 2.6 0.4 89.2 0.8 7.0 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。
545畝 (83.3%)、棉田24畝 (3.7%)、西瓜12畝 (1.8%)、疏菜70畝 (10.7%)、経済作物 3畝
(0.5%) であり、当時はまだ果樹が栽培されていない。春• 夏• 秋収穫作物の中心は食糧で
あり、小麦が254畝、早稲422畝、晩稲（単季稲） 557畝である。その他は油菜と疏菜の栽培
である。
表13は、 2000年度・ 2001年度のD鎮と C村の農工業総生産額である。これを見ると、 C村
はD鎮と比較して農業生産額の割合が各年それぞれ僅か2.9%と2.6%と低く、工業生産額の
割合は87.4%と89.2%と9割近くを占めている。つまり、農村でありながら農業生産額の割
15 
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合が極端に小さく、農業の経済的地位は低い。農家は農外産業に就労し、兼業農家となるこ
とで、農家収入の拡大に努めていると推測が可能である。ところが、統計数値を見ると、エ
業生産額の比重が低いD鎮の 1人当たり収入が3,658元であるに対して、工業生産額比重の
高いC村においては2,200元と少なく、 C村の 1人当たり収入が少ないのは合点がいかない。
4. 労働力構成の変化と兼業化
村民委員会が集計する労働力統計は表14のごとくである。表14は1986年度と少し古いが、
C村の労働力構成を見るのに都合のよい統計である。農村労働力は鎮レベルと村レベル、生
産隊レベルの三級に分けられている。 C村の総労働力は1,041人であり、そのうち鎮レベル
の労働力は368人で、その多くは工業部門 (339人、 92.1%)に就労しており、農業従事者は
僅か 3人と非常に少ない。村レベルの労働力は388人で、やはり工業部門が339人 (87.4%)
と多い。村鎮レベルの労働者は集団経済に所属し、両レベルに工業従事者が多いということ
は集団経済の役割が大きかったことを示している。 1986年の工業従事者は鎮レベルと村レベ
ルに集中し、表14のごとく C村農民の 3分の 2は集団経済から職を配分されていた。一方、
隊（村民小組）レベルの労働力は、集団経済から職を配分されない個人労働力で、自力で就
労先を探さなければならず、 C村では285人と全体の27.4%を占め、そのうち農業従事者が
115人と最多で、次が外出労働の110人である。隊レベルの工業従事者が多ければ個人経済が
発達しているということを意味するが、 C村では農業従事者と外出労働が中心であり、個人
経済はまだ未発達である。
表14 1986年度C村三級労働力構成 （単位：人）
正 半労働 力
三級 女
第一次産業 工 運 建 商
>
サ
斎悶
胃i i そl 区分 合計 賞， 閤塁 ビ の性 業 輸 築 業 ス 腐 他
鎮レベル 368 239 6 3 2 1 339 ゜10 7 1 ゜1 ゜3 1 ゜村レベル 388 179 32 17 15 ゜339 3 ゜10 ゜゜ ゜4 ゜゜ ゜隊レベル 285 162 116 115 ゜1 28 2 ゜7 ゜16 ゜゜ ゜
110 6 
合計 1,041 580 154 135 17 2 706 5 10 24 1 16 1 4 3 111 6 
出所） C村民委員会提供の資料により作成。
このような就業構造の歴史的変化を見たのが表15と表16である。ただし、両表とも1986年
と1989年と1991年の 3カ年の数値である。この時期は郷鎮企業が発展し、ピークを迎えた時
期であり、農業従事者は135人から72人に減少し、工業従事者は706人から778人へと、運輸
や建築・サービスなど農外従事者が増加している。同じ変化を表16の鎮レベル労働力の変化
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から見ると、まず労働力が368人から497人へと急増しており、特に工業従事者は339人から
450人に急増している。これは鎮営企業などが発展し、農村労働力を大量に吸引したからで
ある。しかし、後述するように、 1990年代に入ると市場経済化の中で多くの郷鎮企業が競争
に破れ、倒産している17)。C村においてこの点はどうであろうか。
表15 C村労働力構成の変化 （単位：人）
正・半労働力 第一次産業
工
｀ 
>
商
>
サ
｀ 育I 福 篇塁i そ
外出労働力
l 年度
靡 省翡塁誓量塁 ビ 盆仇り， 業 業 ス 祉
1986 1,041 580 154 135 17 ゜2 706 5 10 24 1 16 5 ゜゜ 8 3 6 111 1989 1,128 619 120 92 18 5 5 714 26 16 23 ゜16 6 3 2 ゜11 0 186 25 71 1991 1,183 643 96 72 17 5 2 778 18 29 15 7 41 5 4 3 ゜20 0 158 30 43 出所） C村民委員会提供の資料により作成。 1986年度の「文化教育」は「清掃」を含む。
表16 C村の鎮レベル労働力構成の変化 （単位：人）
正・半労働者 第一次産業
運輸 建築 飲食 文化 衛生 鎮経年度
合計女性 小計農業牧畜副業漁業
工業 業 業 商業 業 教育 清掃 福祉 済管
理
1986 368 239 6 3 2 ゜1 339 ゜10 7 1 1 ゜゜ 3 1989 444 304 3 ゜2 1 ゜399 2 15 
， 3 4 ゜2 7 1991 497 334 3 1 1 ゜1 450 5 15 5 4 3 2 3 7 出所） C村民委員会提供の資料により作成。
D鎮と C村の農村人口と労働力構成の変化を見たのが、表17である。 2001年度D鎮の農業
従事者は56.4%であり、工業18.8%と建築7.8%の合計（第二次産業）が26.6%と、農業従事
者の比重は過半数を占めている。この点は既述のC村の労働力構成と大きく異なっている。
一方、 C村では1986年から2001年の変化を窺うことができる。まず、戸数は613戸から720戸
と約100戸増加しており、農村人口は1,700人から1,790人と戸数増の割にはその増加が少な
い。労働力は1,041人から1,238人と約200人増加しており、女性労働力の割合は減少してい
る。また、 C村各村民小組の戸数・人ロ・労働力の推移を見たのが表18であり、市街地にあ
る第 7組を除き各組とも戸数・人ロ・労働力が微増している。
それでは、 C村の工業従事者は増加しているのであろうか。また、市場経済化の中で外出
労働は急増しているのであろうか。表17を見ると、必ずしもそうではない。労働力構成の変
化を見ると、農業は1986年に154人の14.8%であったのが、 1991年には96人の8.1%まで減少
している。この点は先に見た通りである。ところが、 2000年には400人の31.8%、さらに
2001年には389人の31.4%と急増しいる。つまり、 1980年代末から1990年代初期には郷鎮企
業に就労の場を見出し離農する者が増加したが、企業倒産などで不安定就労となり、その多
くが帰農した。工業従事者を見ると、 1986年には706人の67.8%、1991年には778人の65.8%
とかなり比重は高いが、 2000年には654人の52.0%、2001年には678人の54.8%と10数ポイン
17 
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i 村民 農村年度 小組 戸数（組） （戸）
2000 166 11,278 
D ％ 
鎮 2001 167 11,302 
％ 
1986 6 613 
％ 
C 1989 6 676 
1991 6 696 
2000 6 716 
村 ％ 
2001 6 720 
％ 
2000 1 86 
K ％ 
園 2001 1 86 
％ 
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表17 D鎮C村の農村人口と労働力構成の変化
農村 農村労働力（人） 農牧 工業
人口
合計 女性 外出 国外 市外
漁業 （人）
（人） 労働力 （人）
28,929 19,797 10,774 2,206 11,607 3,862 
54.4 11.1 58.6 19.5 
29,164 20,611 10,439 2,356 14 21 11,620 3,876 
50.6 11.4 56.4 18.8 
1700 1041 580 111 '"" 154 706 
55.7 10.7 14.8 67.8 
1812 1128 619 186 120 714 
54.9 16.5 10.6 63.3 
1811 1183 642 158 "' 96 778 
54.4 13.7 8.1 65.8 
1800 1258 714 125 400 654 
56.8 9.9 31.8 52.0 
1790 1238 643 75 2 389 678 
51.9 6.1 31.4 54.8 
236 112 62 100 
55.4 89.3 
236 112 62 100 
55.4 89.3 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。
表18 C村の戸数・人ロ・労働力の推移
二小糾 戸 数（戸） 人 ロ（人）2001 1991 1989 1986 2001 1991 1989 1986 2001 
1 116 104 94 91 301 290 284 284 208 
2 145 140 132 121 382 386 372 365 263 
3 151 151 151 133 358 381 390 348 254 
4 125 124 121 110 292 311 312 287 196 
6 127 120 118 104 355 324 324 297 238 
7 56 57 60 54 108 119 130 119 67 
合計 720 696 676 613 1796 1811 1812 1700 1226 
出所） C村民委員会提供の資料より作成。
建築
交通 飲食・ その他
（人）
運輸 サー ビス （人）
（人） （人）
1,187 879 1,062 1,250 
6.0 4.4 5.4 6.3 
1,615 926 1,029 1,545 
7.8 4.5 5.0 7.5 
10 5 17 46 
1.0 0.5 1.6 4.4 
16 26 16 45 
1.4 2.3 1.4 4.0 
29 18 48 47 
2.5 1.5 4.1 4.0 
38 15 40 111 
3.0 1.2 3.2 8.8 
51 21 42 57 
4.1 1.7 3.4 4.6 
12 
10.7 
12 
10.7 
労働力（人）
1991 1989 1986 
211 199 187 
255 239 239 
238 233 201 
200 174 159 
214 214 190 
65 69 65 
1183 1128 1041 
卜減少した。つまり、工業従事者は減少し、反対に農業従事者は増加している。土地を収用
された C村第 5村民小組の「K園」では、当然のことながら農外産業に従事しており、
89.3%が工業に従事し、残りの10.7%が飲食・サービス業に従事している。一方、外出労働
は1986年が111人の10.7%で、 1989年には186人とピークに達するが、 2001年は75人と減少し、
その減少幅は16.5%から6.1%の10ポイントと大きい。
それでは流入労働力はどうであろうか。表19はD鎮と C村の流入人口とその労働力構成で
ある。 D鎮の2000年の流入労働力は2,219人で、そのうち女性労働力が51.8%と過半数を占め
ており、流入労働力の71.7%が工業に従事し、農業は僅か7.5%である。 2001年も同様に、エ
業が69.9%と圧倒的多数を占め、農業が10.6%と微増している。これを C村で見ると、 1991
年の流入労働力は僅か 9人に過ぎなかったが、 2000年には436人と急増し、女性労働力の比
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率は60.6%とD鎮よりも高い。労働力構成を見ると、工業従事者が359人で82.3%が工業に従
事しており、 C村の工業従事者の54.9%を占め、農業従事者は17人の3.9%に過ぎない。同様
に、 2001年を見ると、女性労働力の比率が63.4%と2.8ポイント、工業従事者が83.8%と1.5ポ
イント増加し、農業従事者は3.2%と0.7ポイント減少している。つまり、 C村への出稼ぎ労
働力の多くは工業に従事する若い女工であり、 2001年にはC村工業従事者の56.3%を占め、
就業においてはC村農民と競合していることが窺える。
表19 2000年度と2001年度D鎮C村の流入人口と労働力構成
行政 流入農村常住戸数・人口
流入農村常住
農業 工業 建築 交通運 サービ その他年度 全労働力（人）単位
戸数 人口労働力女性 合計 女性
（人） （人） （人） 輸（人） ス（人） （人）
2000 2,219 1,150 166 1,591 365 ゜97 ゜D ％ 51.8 7.5 71.7 16.4 4.3 鎮 2001 167 503 387 193 2,185 1,120 232 1,528 238 5 142 50 
％ 51.2 10.6 69.9 10.9 0.2 6.5 2.3 
1991 ， 3 6 3 
C ％ 33.3 66.6 33.3 
2000 436 264 17 359 40 20 
％ 60.6 3.9 82.3 9.1 4.6 
村 2001 32 79 57 22 456 289 15 382 28 31 
％ 63.4 3.2 83.8 6.1 6.8 
出所） D鎮政府提供の資料より作成。
注
1)本研究は、南雁区D鎮C村での農村実態調査であり、入手した調査データに基く分析である。 C村調
査班は、日本側が石田浩と北波道子、上海側は頼培林（上海財経大学）と孫芸（上海財経大学院生）
の4人であり、調査は上海財経大学の協力を得て、それぞれの農村で効率的に実施することができた。
調査においてはD鎮党書記のW氏と鎖幹部、ならびにC村支部委員会書記兼村民委員会主任のW.L-B.
氏 (1952年生まれ）、党支部委員兼会計の S.Y-Y.氏 (1965年生まれ、第 1村民小組）、出納（元会計）
の三氏をはじめとする村幹部、訪問先農家の方々から多大の協力を得た。記して感謝したい。
2)石田浩『貧困と出稼ぎー中国「西部大開発」の課題一』（晃洋書房、2003年）を参照。
3)石田浩『中国農村経済の基礎構造ー上海近郊農村の工業化と近代化のあゆみ一』（晃洋書房、1993年）
pp.149~152 と石田浩編著『中国伝統農村の変革と工業化ー上海近郊農村調査報告一』（晃洋書房、 1996
年） pp.117~121 を参照。
4)本研究の基礎データは、第一は農民インタビュー、第二は農家アンケート調査、第三は村民委員会や
鎮政府の幹部からの本地域に関する概況説明と農村経済に関する統計データ、第四は鎮政府発行のパ
ンフレット類や『南雁年鑑』、『南雁統計年鑑』などである。また、本地域の調査研究書として、李学
昌『20世紀南雁農村社会変遷』（江浙泄農村社会変遷叢書、華東師範大学出版、 2001年）があり、参考
になった。
5) 『南雁年鑑』編集委員会『南雁年鑑2002』（方志出版社、 2002年） pp.32~33、上海市南雁区統計局『南
雁統計年鑑2002』（上海市南雁区統計局、 2002年） pp.28~29。
6)同上『南雁統計年鑑2002』p.14。
7) 同上『南雁統計年鑑2002』p.9。この中には都市工業収入が含まれているので、農民収入は多くなっ
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ている。中国国家統計局『中国統計年鑑2002』（中国国家統計出版社、 2002年） p.343。
8)同上『南雁統計年鑑2002』p.29。
9) 同上『南雁統計年鑑2002』 pp.18~19 。
10)前掲『南雁年鑑2002』p.285。
11)前掲『南雁統計年鑑2002』p.14。
12)同上『南雁年鑑2002』(p.285)では都市住民が6,968人である。
13)前掲『南雁統計年鑑2002』p.29。
14) 同上『南雁統計年鑑2002』 pp.285~286。
15) この中には60歳以上の農業従事者は含まれていない。
16)元第5村民小組「K園」に属す農家を訪問してインタビューを行った際に、農民たちは口々に不満を
訴えた。その理由は、 1977年か1978年頃の人民公社時代に工場建設や都市建設などのために上地が収
用され、士地を失った農民は優先的に郷鎮企業に職を配分されたが、改革開放後の人民公社の解体と
農業生産責任制導入により集団経済から完全に見放され、請負地の分配もなく、僅かな補償で農村戸
籍を失ったからである。しかも、農民たちは村民委員会にも所属できず、都市戸籍も取得できず、か
つて配分された就職先も倒産し、職を失ったからである。そこで、農民たちはこの点を鎮政府に何度
も訴えるが、埒があかないことから、バスをチャーターして県政府や上海市政府へ「上訪」を繰り返
したが、上級政府はこれを無視し、解決しようとしない。鎮幹部や村幹部は農民から土地を奪い売却
して利益を上げたが、農民に対しては 1人当たり月25元を補助するだけであった。農民たちが「J:訪」
して騒ぎが大きくなり、補助金は60元に引き上げられたが、農民の不満は全く収まらず、私たちが訪
問したのでこれ幸いと不満を訴えたわけである。集団経済（人民公社）解体後の士地収用については、
農家の士地使用権が強化されたことから、鎮幹部や村幹部は就職などの保障もしなければならず、慎
重になり、近年土地を収用される農民の不満は上記の農民よりも小さいようである。しかし、土地問
題は今後の農村における最大の社会経済問題となりそうである。
17)以前、筆者たちが調査した上海市奉賢県青村鎮唐家村では、労働力の多くが郷営企業や村営企業に吸
収されていたが、 1990年代に入ると郷鎮企業は競争に破れて倒産し、多くの農民は解雇されて私営企
業や個人企業に勤務するようになった。
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